
論文 端島 65号棟南棟の劣化状況と構造性能の評価 
 

中原 健渡*1・椛山 健二*2 

 

要旨：長崎市端島の鉄筋コンクリート造建築物は，経年による材料劣化が進行しており，維持・保全のため

に劣化を考慮した構造安全性能の評価が求められている。そこで，端島 65 号棟南棟を対象として，まずは調

査によって劣化状況を把握した。次に，構造部材の劣化が建物全体の構造性能に及ぼす影響の評価を目指し

て，耐震診断を活用した方法と立体フレームモデルの静的増分解析による方法を提案・検証した。 

キーワード：鉄筋コンクリート，劣化，端島，構造性能，耐震診断，静的増分解析 

 

1. はじめに 

 建築物の長寿命化が求められている現在，想定された

耐用年数を超えて継続使用される建築物が増加している。

継続使用される建築物は，経年劣化によって構造材料が

ダメージを受け，建物全体の構造安全性が低下する危険

が潜んでいる。過酷な環境下で著しく劣化した実例とし

て長崎市端島(通称：軍艦島)の建築物群が挙げられる。

この島内に残存する建築物の多くは鉄筋コンクリート造

で，様々な程度で劣化が進行しており，一部で構造性能

の低下による崩壊が危惧されている。そこで，歴史的価

値の高い端島の建築物の現状を把握し，維持・保全の方

策を探るために，日本コンクリート工学会と日本建築学

会の合同調査が実施された 1),2)。調査が行われた建物の

うち，景観的・歴史的・技術的・経済的な観点から，劣

化の進行抑制を図るため，優先して構造安全性を評価す

べき建物として，3 号棟，16 号棟，65 号棟の南棟が挙げ

られた 1)。図－1 に端島における各建物の位置を示す。3

号棟と 16 号棟は文献 3),4)にて既に検討が成された。本報

では，65 号棟の南棟を対象として，調査によって劣化状

況を把握し，構造部材の劣化が建物全体の構造性能に及

ぼす影響の評価方法を提案・検証する。 

 

2. 対象建物 

図－2 に 65 号棟全体の平面と各棟の建設年を，図－3

に 65 号棟北西側の外観を示す。65 号棟は 9 階建ての北

棟と東棟，10 階建ての南棟の 3 棟がコの字形で連結して

おり，各棟間にはエキスパンションジョイントは設けら

れていない。対象とする建物は 3 棟の中で最も新しく，

比較的に設計図書が残っており，保存の優先順位が高い

南棟である。65 号棟南棟の建物概要を表－1 に示す。当

時の設計図面と実測調査に基づき，伏図および架構図を

作成した。図－4,5 に 65 号棟南棟の 2 階平面と桁行方向

の架構を示す。桁行方向は雑壁のあるラーメン構造で，1 
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図－1 端島における各棟の位置  
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階のみ耐震壁が配置されている。性能評価の際，B，C

構面の方立壁は重量のみ考え，剛性と耐力には算入しな

い。梁間方向は耐震壁付きラーメン構造である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 劣化状況の評価 

3.1 劣化度調査 

2015 年 9 月に島内の主要な RC 建物について，表－2

に示す劣化度の判定基準に基づいた調査が実施された 2)。

その結果と著者らの現地調査によって，65 号棟南棟の部

材の劣化度を定めた。柱・梁の劣化状況と断面詳細を図

－6 に例示する。また，図－４中に柱の劣化度を示す。 
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図－5 桁行方向の架構 
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図－6 65号棟南棟の劣化状況と断面詳細の例 
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図－4 65号棟南棟の 2階平面と柱の劣化度 
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表－1 65号棟南棟の建物概要 

建設年 1958 年(昭和 33 年) 

構造種別 
桁行：RC ラーメン構造 

梁間：RC 耐震壁付きラーメン構造 

用途 鉱員用の集合住宅 

階数 地上 10 階(地下なし) 
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3.2 劣化度を考慮した耐震性能残存率 REの算出 

文献 2)で提案された方法に従い，劣化度を考慮した耐

震性能残存率 RE を算出した。RE とは初期性能に対する

残存率を評価しているものであり，地震被害を対象とし

た残存耐震性能率 R の考え方 5)を，経年劣化した端島の

建物の構造性能の低下に準用したものである。REは鉛直

部材を柱，柱なし壁，柱型付壁，両側柱付壁の 4 種類に

分類し，強度比をそれぞれ 1:1:2:6 として各階の方向ごと

に略算する。ここで，図－7 に劣化度Ⅰの柱 a と劣化度

Ⅱの柱 b に劣化度Ⅴの梁が取り付く架構を例示する。RE

算出時には，柱 a，b の劣化度よりも，梁の劣化度の方が

高いため，柱 a，b は劣化度Ⅴとして計算する。桁行方向

各階の劣化度ごとに分類した鉛直部材本数と劣化度を考

慮した耐震性能残存率 REを併せて表－3 に示す。桁行方

向の REは，2 枚の耐震壁が劣化度Ⅴであった 1 階の 62%

で最小となった。また，文献 2)には北棟と東棟の方向ご

との REの最小値が示されている。各棟における REの最

小値を比較して表－4 に示す。建設年が比較的新しい南

棟は東棟，北棟と比較して RE が高く，劣化が軽度であ

ることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

4. 耐震診断による性能評価 

4.1 建設当初を想定した性能評価 

耐震診断の手法を活用して，建設当初の健全時を想定

した 65 号棟南棟の耐震性能を評価する。65 号棟全体は

コ形平面であるが，ここでは南棟のみを単体として扱う。

材料特性に関して，コンクリートの圧縮強度は設計基準

強度の 14.7 (N/mm2)とする。一方，鉄筋については建設

年から SR235 と仮定する。文献 6)に従い第 2 次診断を行

った。形状指標 SDは 65 号棟全体が不整形であることを 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2 部材の劣化度と耐震性能低減率（文献 2)その 2の表に加筆） 

劣化度 劣化状況 耐震性能低減率 ηE 

0 劣化のない状態。 1.00 

Ⅰ ひび割れ幅 1mm 程度以下で付着劣化なし。 0.95 

Ⅱ 腐食により鉄筋とコンクリートが肌分かれし，若干の付着劣化あり。 0.80 

Ⅲ 
かぶりコンクリートが剥落し，鉄筋のかぶり側はほぼ肌分かれしているが，コア側はまだ付着が

あり，鉄筋は全面に浮き錆程度。(鉛直部材は片面と両面あり) 

片面 0.65 

両面 0.33 

Ⅳ 
かぶりコンクリートが剥落し，鉄筋とコンクリートが肌分かれし，付着力は殆どないが，鉄筋の

断面積は 70％程度以上，あるいは酸化鉄が表面のみと判断できる。(鉛直部材は片面と両面あり) 

片面 0.25 

両面 0.10 

Ⅴ 
コア部のコンクリートも欠落するほど完全に鉄筋とコンクリートが肌分かれし，付着力がなく，

鉄筋の断面積は 70％程度未満と判断できる，あるいは鉄筋が層状に割裂している。 
0.00 

 

表－5 建設当初の第 2次診断結果 (桁行方向) 

階 F E0 Cmax IS IS/ISO 

10 1.50 1.09 1.76 0.98 204% 

9 1.27 0.78 1.21 0.70 146% 

8 1.20 0.54 0.90 0.49 101% 

7 1.00 0.45 0.70 0.41 85% 

6 1.00 0.41 0.59 0.37 77% 

5 0.80 0.27 0.46 0.24 51% 

4 0.80 0.28 0.44 0.26 53% 

3 0.80 0.28 0.41 0.25 53% 

2 0.80 0.29 0.39 0.26 54% 

1 0.80 0.51 0.64 0.46 96% 

 F：靭性指標 E0：保有性能基本指標 IS：構造耐震指標 

Cmax：建設当初の健全時を想定した強度指標の最大値  

構造耐震判定指標 ISO＝0.48 形状指標 SD＝0.90 経年指標T＝1.00  

階 
劣化度ごとの鉛直部材数 

RE 
0 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ 

10 0 9 12 5 1 0 79% 

9 0 14 10 3 0 0 86% 

8 0 17 5 2 1 2 84% 

7 0 19 2 3 3 0 86% 

6 1 17 2 3 2 2 82% 

5 0 16 6 1 2 2 80% 

4 0 19 3 1 3 1 81% 

3 0 16 3 3 1 4 76% 

2 0 14 0 4 4 5 65% 

1 1 15 5 0 2 2 62% 

 

表－3 劣化度を考慮した耐震性能残存率 RE (桁行方向) 

棟名(建設年) 北棟(1945) 東棟(1949) 南棟(1958) 

桁行 12％(1 階) 20％(1 階) 62％(1 階) 

梁間 12％(4 階) 24％(1 階) 61％(2 階) 

 

表－4 65号棟各棟の RE最小値の比較 

図－7 劣化した部材の架構の例示 
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考慮して 0.90 とし，建設当初の想定から経年指標 T は

1.00 とする。表－5 に耐震性能が低かった桁行方向の第

2次診断結果を，強度指標の最大値 Cmaxも含めて示す。

当該エリアの地域係数 Z が 0.8 であり，地盤指標 G と用

途指標 U を 1.0，耐震判定基本指標 ESを 0.6 と考え，構

造耐震判定指標を ISO＝ES･Z･G･U＝0.48 とした。IS/ISOは

2 階から 5 階の中間層で特に低い値を示した。 

4.2 劣化を考慮した性能評価 

 (1) 劣化考慮時の材料特性  

劣化を考慮した現状における 65 号棟南棟単体での耐

震性能を評価する。材料特性に関して，コンクリートの

単位体積重量と圧縮強度は，表－6 に示す 65 号棟南棟の

コアコンクリートの試験結果 7)を活用する。診断時の圧

縮強度は，各階で採取したコアの圧縮強度の標準偏差を

取り，その値の 1/2 を平均値から引くことにより算出し

た値 σBDを用いる(ただし，上限値は 14.7N/mm2)。ここで，

文献 8)に従い，圧縮強度が 13.5N/mm2を下回る階では部

材のせん断終局強度に式(1)に示す低減係数 k を乗じる。

一方，鉄筋については，劣化考慮時も SR235 と仮定する。 

(2) 耐震性能残存率 REを用いた性能評価 

劣化が顕著である建築物では，経年指標 T を算定する

ための調査が困難である。そこで，経年指標 T に替え，

耐震性能残存率 REを使用し，文献 3)で提案されている式

(2)に示す劣化を考慮した構造耐震指標 ISR を算出する。

表－7 に算出した桁行方向の結果を，REを用いて劣化を

考慮した強度指標の最大値 C’max･RE も含めて示す。ISR

は 2 階で最小の 0.18 となった。なお，コンクリートの単

位体積重量に表－６の値を用いたことで，建物重量が一

部で建設当初の場合よりも軽くなり，E0’の値が表－5 の

E0に比べて高くなった階がある。 

(3) 耐震性能低減率 ηEを用いた性能評価 

表－2に示した耐震性能低減率 ηEの数値を低減係数と

して，劣化度に応じて鉛直部材の曲げ降伏強度 MY とせ

ん断終局強度 QSUに乗じ，耐力を割り引いて第 2 次診断

を行う。この時，曲げ降伏強度 MYとせん断終局強度 QSU

の両方に ηEを乗じることで，せん断余裕度は変化させず，

靭性指標の低減は無いものとする。このように，鉛直部

材 1 本ごとに強度を低減させることで，式(3)に示す劣化

を考慮した構造耐震指標 RIS を提案する。算出した桁行

方向の結果を，ηEを用いて劣化を考慮した強度指標の最

大値 RCmax も含めて表－7 に併記する。RISは 3 階で最小

の 0.21 となった。また，C’max･REと RCmax を比較する

と，全階で C’max･REが RCmax を下回った。RE算出時に

は，図－7 に示したように，梁の劣化度を取り付く鉛直

部材に反映した。一方，RCmax の算出時には，梁の劣化

度を無視して計算したことが原因と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 柱・梁のモデル  (b) 耐震壁のモデル  

図－8 部材のモデル化  

 
 

軸バネ 

せん断バネ 

曲げバネ 

剛域 

剛梁 

剛梁 

側
柱 

側
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階 
コア

本数 

単位体積

重量(kN/m3) 

圧縮強度(N/mm2) 

平均値 標準偏差 診断時 σBD 

10 3 21.4 10.1 3.9  8.2 

9 3 20.3 16.3 2.7 14.7 

8 3 20.4 12.4 1.4 11.7 

7 3 19.9 12.9 2.3 11.8 

6 3 21.2 12.2 1.9 11.2 

5 3 22.4 20.2 4.8 14.7 

4 3 21.6 18.8 4.9 14.7 

3 2 21.9 16.5 3.7 14.7 

2 2 22.1 15.1 0.5 14.7 

1 3 21.8 15.8 3.6 14.0 

 

ηE利用の構造耐震指標 RIS＝RE0×SD (3) 

RE利用の構造耐震指標 ISR＝E0’×SD×RE (2) 

表－6 コアコンクリートの圧縮試験結果 

せん断終局強度の低減係数 k＝0.244+0.056σBD (1) 

表－7 劣化考慮の第 2次診断結果（桁行方向） 

階 
階ごとに REで劣化考慮 部材ごとに ηEで劣化考慮 

E0’ ISR C’max･RE RE0 RIS RCmax 

10 0.68 0.49 1.30 0.62 0.55 1.49 

9 0.81 0.63 1.09 0.72 0.65 1.14 

8 0.53 0.40 0.76 0.46 0.42 0.80 

7 0.45 0.35 0.61 0.41 0.37 0.64 

6 0.40 0.29 0.47 0.36 0.32 0.52 

5 0.29 0.21 0.39 0.25 0.22 0.41 

4 0.30 0.22 0.38 0.26 0.23 0.40 

3 0.30 0.20 0.32 0.23 0.21 0.34 

2 0.30 0.18 0.27 0.23 0.21 0.32 

1 0.54 0.30 0.42 0.50 0.45 0.62 

 C’max･RE：劣化を REで考慮した強度指標の最大値 

 
RCmax：部材ごとに ηEで耐力低下させた強度指標の最大値 

 

E0’：表－６を反映した保有性能基本指標 

  

RE0：部材ごとに ηEを考慮した保有性能基本指標 
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5. 静的増分解析による性能評価 

5.1 解析概要 

解析ソフトウェア SNAP Ver.7.0.0.6（(株)構造システム）

を使用して，65 号棟南棟を立体フレームモデルに置き換

え，耐震診断で耐震性能が低かった桁行方向を対象に静

的増分解析を実施し，水平抵抗性能を検討する。まずは

劣化を無視した健全時の立体フレームモデル(建設当初

モデル)を作成した。柱・梁部材は図－8(a)に示すように，

曲げばね，せん断ばね，軸ばねの複合モデルとし，耐震

壁は図－8(b)に示すように，3 本柱と剛梁に置換した。

曲げばねとせん断ばねの履歴特性はそれぞれ図－9 に示

す弾塑性(健全時)とし，軸ばねは弾性とした。強度に関

して，曲げ降伏強度とせん断終局強度は文献 6)より算出

し，曲げひび割れ強度は曲げ降伏強度の 1/3 とし，せん

断ひび割れ強度は文献 9)より算出した。剛性に関して，

初期曲げ剛性と初期せん断剛性は部材断面より決定し，

曲げ降伏時剛性低下率は文献 9)より算出し，曲げ降伏後

の剛性は初期曲げ剛性の 1/1000 とした。一方，せん断ひ

び割れ後の剛性は初期せん断剛性の 1/9 とした 10)。使用

した解析ソフトでせん断破壊後の耐力低下を適切に考慮

できないため，文献 11)を参考として，せん断破壊した部

材を順次両端ピン部材に置換して，荷重増分解析を繰り

返し行う方法により，耐力低下を疑似的に考慮した。外

力分布は Ai 分布を用い，基礎はピン支持，床は剛床とし，

使用材料の特性と建物重量は建設当初を想定した耐震診

断に使用したものと同様とした。 

5.2 劣化を考慮した解析方法 

部材の劣化度をばねの履歴特性に反映する方法を提

案する。部材の劣化度に応じてせん断ばねと曲げばねの

各強度と初期剛性に表－2に示した耐震性能低減率 ηEを

乗じることで，図－9 に示すように健全時の性能を割り

引く。ただし，劣化度Ⅴの部材は水平抵抗性能に寄与し

ないと考え，両側の剛域端にピンを有する部材に置換し

た。各部材にこの方法を適用して，65 号棟南棟の立体フ

レームモデル(劣化考慮モデル)を作成した。なお，使用

材料の特性と建物重量は劣化を考慮した耐震診断に使用

したものと同様とした。 

5.3 静的増分解析結果 

静的増分解析を実施した結果，建設当初モデルと劣化

考慮モデルの両方で層間変形角が著しく増大した 3 階に

ついて，層せん断力係数(Ci)－層間変形角(R)関係を図－

10 に示す。建設当初モデルと劣化考慮モデルの層せん断

力係数に着目すると，ピーク値が約 84％に低下する結果

となった。ここで，表－8 に静的増分解析と耐震診断で

劣化を考慮した時の耐力残存率を，図－11 に各階におけ

る耐力残存率の分布を示す。静的増分解析による耐力残

存率(RCimax/Cimax)は耐震診断の結果に比べてばらつき 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

階 
静的増分解析 耐震診断 

RCimax/Cimax C’max･RE/Cmax RCmax/Cmax 

10 82% 74% 85% 

9 85% 90% 94% 

8 86% 85% 89% 

7 87% 86% 91% 

6 86% 81% 88% 

5 86% 85% 91% 

4 85% 85% 91% 

3 84% 80% 82% 

2 84% 68% 81% 

1 84% 65% 97% 

 

表－8 劣化考慮による耐力残存率の比較 
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図－9 劣化度を反映したばねの履歴特性 
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が小さい。この点は今後の検討課題である。REを用いて

劣化を考慮した耐震診断の耐力残存率(C’max･RE/Cmax)

は，静的増分解析の結果に比べて，4 階と 9 階を除き低

くなった。劣化考慮時の静的増分解析は鉛直部材と梁そ

れぞれの劣化度に応じてばねの履歴特性を変化させたの

に対し，RE算出時には梁の劣化度が鉛直部材の劣化度よ

り高い場合，鉛直部材の劣化度を梁の劣化度に読み替え

て劣化を考慮したため，耐力を過小評価する場合が多い

と考えられる。一方，ηEを用いて劣化を考慮した耐震診

断の耐力残存率は，静的増分解析の結果に比べて，2 階

と 3 階を除き高くなった。ηEを用いて劣化を考慮した耐

震診断では，梁の劣化度を無視し，鉛直部材の性能のみ

を劣化度に応じて低下させたことが原因と考えられる。

したがって，ここで提案した 2 つの手法とも改良の余地

があり，耐震診断において，梁の劣化による架構の性能

低下をより適切に評価する手法の開発が必要である。 

 

6. まとめ 

 劣化した RC 造建築物の構造性能を把握するために，

長崎市端島 65 号棟南棟を対象として劣化度調査，耐震診

断，静的増分解析を実施し，以下の知見を得た。 

1) 劣化度を考慮した耐震性能残存率 RE を算出した。建

設年の新しい端島 65 号棟南棟は東棟，北棟と比較して，

劣化が軽度であった。 

2) 部材ごとに劣化度に応じて耐力を耐震性能低減率 ηE

で割り引いた耐震診断を行い，劣化した RC 造建築物の

耐震性能を評価する手法として提案した。端島 65 号棟南

棟の桁行方向では，本手法で算出した耐震診断の強度指

標は劣化を RE で考慮した耐震診断の値よりも高くなっ

た。 

3) 部材の劣化度をばねの履歴特性に反映する手法を提

案し，静的増分解析に適用した。端島 65 号棟南棟の桁行

方向では，劣化考慮時の静的増分解析の耐力残存率は，

RE を用いて劣化を考慮する耐震診断の耐力残存率より

も高く，ηEを用いて劣化を考慮する耐震診断の耐力残存

率よりも低い傾向が見られた。 
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